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研究成果の概要（和文）：本研究は、災害被災地の高齢者が加齢で生活自立度が低下しても、激変する生活環境
に適応し、防災・減災を備えた地域力によって生活継続できる「地域完結型高齢者自立生活支援モデル」を提案
することを目的とした。調査対象地域は、過去に被災した都市部と過疎地域および復興途上の東日本大震災被災
地の３地域とし、当該地域のフィールド調査と高齢者生活支援者（自治会長・専門職・行政職員など）への定期
的な面接調査を行った。
その結果、3地域ではそれぞれ地域特性を活かした生活支援が行われており、①医療、②経済的自立、③交流の
場、④移動手段、⑤買い物の確保、の5条件を軸とした「地域完結型高齢者自立生活支援モデル」を提案した。

研究成果の概要（英文）：To support the elderly in disaster-affected areas to maintain their 
community lives even when their levels of independence in activities of daily living decrease due to
 aging, we created a community integration model to support the elderly to maintain an independent 
life, while considering living environments that may change through estoration and disaster 
preparedness/management as regional strengths. We previously conducted field surveys in 3 areas: 1 
urban and 1 depopulated area affected by past disasters and 1 area being restored after the Great 
East Japan Earthquake, with periodic interviews with the life supporters for the elderly. 
Elderly support was being provided based on regional characteristics in each area. Considering this,
 we proposed the above-mentioned model, defining 1) access to health care, 2) economic independence,
 3) opportunities for communication with others, 4) means of transportation, and 5) the ease of 
shopping as requirements.

研究分野：公衆衛生看護学

キーワード： 地域完結型高齢者自立生活支援システム　被災高齢者　生活環境　地域力　防災・減災　高齢者生活支
援

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
わが国では、2025年に高齢化率が30%を超えると予測されている。高齢者が住み慣れた地域での生活を継続する
ための環境整備は急務である。
本研究では、被災を経験した高齢者の健康への影響や生活環境の変化に着目し、被災や高齢化の進展に伴い生じ
た環境移行が高齢者の生活に及ぼした影響と互助を中心とする地域力の変化、高齢者の生活支援をする自治会や
保健医療福祉専門職の支援のあり方について検討した。
その結果、減災・防災を備えた地域力によって生活継続できる条件を抽出し、『地域完結型高齢者自立生活支援
システム』を提案したことは、今後の高齢者生活支援システムを考えるうえで意義あることと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
超高齢社会であるわが国では、2025 年の高齢化率が 30％を超えると予測されており、高齢者
が住み慣れた地域で健康寿命を延伸するための生活環境整備は急務であった。この状況を背景
に、野呂・日比野・中村・城は、2012 年度～2014 年度基盤研究 C（課題番号 24500913）「災害復
興に挑む過疎地域の高齢者の主体的な生の全うを支援する生活環境モデルの構築」において、激
甚災害地域に指定された 3地域で災害時支援にあたった住民リーダー、保健・医療・福祉の専門
職を対象にした面接調査を行い、過疎地域被災高齢者が住み慣れた地域で「主体的に生を全うす
る」ための生活環境条件として、①自立期間の延長、認知症予防の重要性、②経済面での備え、
③小さい頃から自分のことは自分で守る意識醸成の予防教育、④身近な医療と介護保険サービ
スの有効活用、⑤自治会の後継者育成、⑥住民主体の地域完結型暮らしの検討、の 6項目を設定
した。 
以上の研究成果をいかし、ますます進展する高齢化に対応し、かつ毎年のように起こっている
激甚災害後の地域の生活環境変化の実態から、防災のコアとなる地域力再生にも着目した実現
可能な『地域完結型高齢者自立生活支援システム』のモデル提案を目的とする研究計画に至った。 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究は、災害被災地の高齢者が加齢で生活自立度が低下しても、激変する生活環境に適
応し、防災・減災を備えた地域力によって生活継続できる『地域完結型高齢者自立生活支援モデ
ル』を提案することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
本研究では、研究目的を達成させるため以下のプロセスで研究計画を進めた。 
(1) これまでに行ってきた科研基盤 C 24500913「災害復興に挑む過疎地域の高齢者の主体的な
生の全うを支援する生活環境モデルの構築」（野呂・日比野・中村・城,2012 年度～2014 年度）
に基づき、めざすべき『地域完結型高齢者自立生活支援システム』像について、ブレーンストー
ミングを行った。 
 
(2) (1)について、以下に示す 3研究対象地域において、研究協力者に提示しディスカッション
するとともに、経時的に高齢者の生活環境の変化・健康課題・生活支援の実態と課題について調
査した。 
① 研究対象地域と研究協力者：阪神・淡路大震災被災地である都市部（都市モデル）、過去の
豪雨災害被災地である過疎地域（過疎地域モデル）、東日本大震災被災後の復興中期にある地域
（復興地域モデル）の 3地域の高齢者生活支援に関わる住民（自治会長含む）・行政職員・高齢
者支援を行う保健医療福祉専門職 
② 調査期間：2017 年 3月 2日～2020 年 3月 31 日 
③ 調査方法：研究対象者個人またはグループへのインタビュー調査（半構成的面接法・フォー
カスグループインタビュー法）を 3エリアの状況に応じて年 1回～複数回実施 
④ 調査内容：被災による高齢者の生活環境の変化・被災等による健康影響・高齢者支援を行う
立場から見た高齢者の生活上の課題・高齢者支援を行う立場から見た生活支援の実態と課題お
よび「地域完結型高齢者自立生活支援」に関する意見聞き取り 
⑤ データ収集と分析方法： インタビュー時は ICレコーダーを用いて記録し、同時に行う模造
紙を用いたラベルワークの結果を第一次データとして扱った。IC レコーダーの記録データから
逐語録を作成し、これを第二次データとし、個人が特定できないように縮約した後コード化しカ
テゴリー分類を行った。第一次データは、カテゴリー分類時のサブデータとして参考にした。な
お、これらのデータは、研究代表者の研究室ロッカーで厳重保管した。 
⑥ 倫理的配慮：研究協力者には、文書および口頭で研究の主旨・倫理的配慮について説明し、
同意書を交わした。なお、本研究は園田学園女子大学生命倫理委員会（2017 年 3 月 2 日付け承
認番号 16-03-002）および国際医療福祉大学研究倫理審査委員会（2019 年 10 月 30 日付け承認
番号 19-Io-108）の承認を受け実施した。 
 
４．研究成果 
以下では、都市モデル・過疎地域モデル・復興地域モデルの 3地域それぞれにおける研究結果
を述べ、『地域完結型高齢者自立生活支援システム』の提案を行う。 
(1) 都市モデル 
対象地域は、1995 年 1 月 17 日に発生した阪神・淡路大震災（以下「震災」）で死者 49 人、重
軽傷者 7,131 人、全半壊家屋約 4 万棟という甚大な被害を受けた阪神間に位置する中核市南部
の湾岸地域である。高度経済成長期に集団就職により主に九州地方から転入した人が多く居住
し「出郷の町」とも言われた。現在それらの人々が高齢期を迎えている。 
調査協力者は、この地域の高齢者を支援する診療所や地域包括支援センター・介護保険サービ
ス事業者の看護師・社会福祉士・介護福祉士・主任ケアマネージャーであり、2017 年 4月～2018
年 1月の期間に月 1回の「地域完結型高齢者自立生活支援に向けた勉強会」を実施し、ディスカ
ッションを行った。協力者の参加状況は、1回あたり 5人～9人で平均 7.2 人だった。 



① 高齢者の生活環境と生活支援 
都市部の下町のため、比較的自治会活動は維持されているが、自治会長や民生委員の力量によ
る格差が見られた。これは、高齢者見守り活動や買い物等のインフォーマルな生活支援に影響を
及ぼしていた。また、地域に多くあるコンビニエンスストア（以下「コンビニ」）は独居高齢者
向けに少量パックを販売したり、今も残る銭湯が交流の場やお互いの安否確認の場とされてい
た。買い物が困難になった高齢者向けに移動販売も行われていた。震災後に建設された復興住宅
は、高齢化が進展し生活自立度の低下や認知症の高齢者の増加が問題となり、地域包括支援セン
ターや在宅医療を行う診療所、介護保険サービス事業者が連携し支援を行っていた。 
② 医療・看取り 
この地域では、在宅医療を行う診療所や訪問看護ステーション数が増加していた。しかし、本
人の在宅生活希望と在宅生活能力の差の見極めが難しいとの声も多くあった。精神障害者や知
的障害に認知症を合併する人も増加しており、生活支援困難例への対応が検討されていた。 
看取りに関しては、独居高齢者が多いため最期に立ち会えないこともあるが、親族等に早期に
引き渡せることを目標とした支援を展開していた（遺体損壊や白骨化の防止をめざしていた）。 
③ 高齢者の経済事情 
高度経済成長期の集団就職等で転入した人たちが高齢期を迎えており、中には無年金や生活保
護受給となる人も多い。経済状況の悪化から、治療中断や訪問診療・看護の拒否もみられた。 
④ 防災活動 
震災以降、市内でも自主防災活動のさかんな地域であるが、高齢化の進展と世代交代により、
今後の活動を危ぶむ声があった。集合住宅が多くオートロックも増えたため、住民情報の集約が
難しく、前回の震災時のように助け合うことはできないだろうと思っている人が多かった。 
  
(2) 過疎地域モデル 
関西地方日本海側の山間部に位置する過疎地域モデルは、過疎化・高齢化とともに医療体制の
脆弱さも課題となっている。約 40年ほど前新興住宅地（以下「自治会」）として開発され、それ
と同時に高齢者福祉施設（以下「施設」）も開設された。共に歩む中で、現役世代だった住民は
退職し、その子世代は転出し、高齢化率は 40%を超える状況となった。自治会と施設は協働し地
域の活性化に取り組むとともに、過去の被災体験をいかし熱心に防災活動に取組んできた。 
調査協力者は、自治会長・施設長・施設職員の 3人で、2017 年から 2018 年にかけて 6 か月に
1回程度の「地域完結型高齢者自立生活支援」に関する独自の取組みやその根拠となる考え方を
中心にフォーカスグループインタビューを実施した。1回の所要時間は 2時間程度であった。 
 
①高齢者の生活環境と生活支援 
生活自立度が低下しているものの、周囲の支援を受ければ地域での生活が継続できる高齢者が
多くなってきていた。自治会内での助け合い（互助）体制を整えるとともに、外出の機会を増や
す工夫をし、歩行機能の低下の防止を図ろうとしていた。その取組みとして、小売業者に協力要
請し、集会所は買い物拠点となった。その活動は交流と安否確認も目的とされていた。 
施設も自治会の高齢化に伴い、地域が一体となってその対策を考えようと動いていた。在宅か
ら生活サポートハウスへの移行やケア 24 システムを使った生活支援を行い、できるだけ住み慣
れた地域での生活が継続できるよう、協働体制が強化されていた。さらに、住民が市中心部に容
易に移動できるよう、施設と自治会が有償バス輸送を実現させた。 
② 医療 
徒歩圏内に医療機関がなく、送迎をしてくれるクリニックに通院している高齢者が多い。現在
休止中の施設内診療所の復活に向けて働きかけている。 
③ 高齢者の経済事情 
持ち家保有者であり会社等を退職した高齢者が多いので、個々人が経済的に逼迫した状況では
ない。自治会は、実情に応じたまちづくりをタイムリーに行えるよう独自に資金を持ち、公助依
存しない体制づくりを行ってきた。 
④ 防災活動 
過去の豪雨や台風により地区が孤立した経験から、備蓄や消火活動・救助活動が自治会（互助）
主体で行えるよう、自治会の資金を用いて軽量の消火設備を整備したり、重機等を配備したりし
ていた。また、防災訓練にも熱心に取り組み、自治会住民と施設入所者全員の安心・安全を考え
た訓練内容の工夫を行っていた。ここにも互助の考えが浸透していた。 
祭り等も毎年大々的に開催され、巣立っていった若者に帰省の機会を与えていた。町をあげて
のイベントは、住民間・自治会と施設間の関係を深め、一体感の強化につながっていた。 
 
(3) 復興地域モデル 
東北地方太平洋沿岸部に位置する復興地域は、2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災とそ
れに伴う津波により、未曽有の被害を受けた。研究対象の 2 市では、合わせて当時の人口約 10
万人に対して死者 3,114 人、被災世帯は約 4割と被害は甚大であった。復興事業は急ピッチで進
められたが、沿岸の浸水地域は全体に盛土し、その上に新たな道路や産業・商業地域を築く計画
であったため、多くの年月を要した。また、住民の生活基盤となる住居に関しては、集団高台移
転や災害公営住宅の建設が進められたが、用地の問題等解決すべき課題が多く、被災した住民の



多くは、仮設住宅に 4～5年の居住を強いられることになった。2020 年 3月現在、これらの住居
に関する工事は完成し、新たな場所での生活が始まっている。 
 
① 高齢者の生活環境と生活支援 
被災した高齢者の多くは、仮設住宅から集合住宅型の災害公営住宅に転居した。仮設住宅では、
4～5 年の間にコミュニティが形成され、住民が集会所に集うなど自治会を中心とした互助の体
制ができていた。しかし、災害公営住宅に転居の際には、そこで形成されたコミュニティへの配
慮がなされずに転居先が決定されたため、高齢者は集合住宅タイプの生活様式への適応ととも
に新たなコミュニティへの適応も求められることになった。各災害公営住宅には LSA（ライフサ
ポートアドバイザー）が配置され、高齢者の見守り活動や相談活動を行っているが、適応できな
い高齢者の閉じこもりや歩行等の動作減少に伴う生活不活発病・認知症の進行も課題になって
いた。さらに、震災前は複合家族だったが住居の狭さ等により世帯分離した影響から独居となっ
た高齢者も増加しており、この状況への不適応も見られた。これらに対処するために、自治会長
や民生委員の負担も増してきていた。 
高齢者福祉施設では、震災後の若者流出の影響により、人材確保が難しくなり、介護職員の負
担増が課題となってきていた。 
② 医療 
被災した多くのクリニックが撤退し、対象地域のクリニック数は減少した。また、地域の拠点
病院が被災し再建されたものの、専門医療を担う医師不足から専門医療は片道 2 時間かかる総
合病院への通院を強いられ、もともとの医療過疎に拍車がかかることになった。 
モデル地域では、一部で高齢者福祉施設や社会福祉協議会・診療所が連携し関連職種連携によ
るネットワークを立ち上げ、高齢者支援を開始した。このネットワークは、災害公営住宅の集会
所で見守りサロンを開催する中で、要支援高齢者を支援につなげる活動を行っていた。 
③ 高齢者の経済事情 
被災により高齢者の経済事情は悪化し、生活保護受給者が増加した。災害公営住宅に転居後は、
家賃が必要となり、食費や医療費を削る高齢者も出てきた。それにより、生活習慣病等慢性疾患
の悪化がみられたこともあった。 
④ 防災活動 
災害公営住宅単位での防災訓練等が始まったところであるが、新たなコミュニティが形成され
にくい現状から、発災時の助け合い等互助機能をいかに構築していくのかが課題となっている。 
 
(4) それぞれのモデルの特性 
以上から都市モデル・過疎地域モデル・復興地域モデルの特性を表 1のとおり整理した。 
都市モデルでは、関係性が希薄になる中で、下町の「おせっかい」「助け合い」が残り、銭湯で
の交流もみられた。これらより『下町の高齢者見守りシステム』と命名した。 
過疎地域モデルでは、新興住宅地の自治会と同時期に開設された高齢者福祉施設が共に歩む中
で、住民の高齢化・町の空き家対策・施設の人材不足に協働で取組んできたことが特性であり『地
域を渡り廊下で結ぶ地域完結型システム』と命名した。 
復興地域モデルでは、新たな環境への適応に戸惑う高齢者に関わる専門職がネットワークを組
み生活支援していることから『関連職種連携で進める高齢者生活支援システム』と命名した。 
 
(5) 『地域完結型高齢者自立生活支援システム』の 5条件 
表１に示した 3地域モデルの特性から『地域完結型高齢者自立生活支援システム』の基盤とな
るような共通する 5つの条件を抽出した。 
① 医療の確保：高齢者の生活支援において、診療所や訪問看護ステーション、高齢者福祉施設、
介護保険事業者等関連職種が協働で地域特性に応じた情報共有のできるシステムを持っていた。 
② 経済的自立：生活再建や生活維持において経済的格差は大きく影響していた。過疎地域モデ
ルの自治会が独自の戦略で資金力を高めたことは、地域力維持において重要な要素になる。 
③ 交流の場：どの地域モデルにおいても、高齢者相互の交流は重要視されていた。高齢者の社
会参加を促すことは、閉じこもりや生活不活発病を予防するとともに世代間交流を考えること
につながり、後継者不足の自治会活動の維持に向けて重要な要素になる。 
④ 移動手段：交通の利便性の差はあるものの、身体機能の衰えがある高齢者にとって移動手段
の確保は重要である。 
⑤ 買い物の確保：移動手段の乏しい復興地域や身体機能の衰えに伴う歩行困難の高齢者に対
して、移動販売やコンビニが生活を支えていた。過疎地域モデルでは、移動販売の発展型として
自治会内に買い物拠点をつくり、店内で買い物を楽しむとともに交流を図ることも可能にして
いた。買い物は生活するうえで必要であるとともに、その行為が QOL を高めていると考える。 
 
(6) 『地域完結型高齢者自立生活支援システム』 
 本研究では、めざす『地域完結型高齢者自立生活支援モデル』において前述した 5条件の必要
性を見出した。これら 5条件を充足させ、今後さらに進展する超高齢社会に向けた生活支援のあ
り方としてのシステムをどのように考えるかを各地域研究協力者と研究者間で議論する予定だ
った。しかしながら 2020 年 1 月からの新型コロナウイルス感染の拡大を受け、フィールドに出



向くことができず、研究者間で最終案を議論し、提案するに至った。新型コロナウイルスの感染
拡大により、新しい生活スタイルの検討が必要となり、本研究においてもその経験を組み込むこ
とにした。『地域完結型高齢者自立生活支援システム』は、5 条件に加え、それをつなぐツール
として IT 活用を提案する。5 条件の整備において人々の交流は必須であるが、どのような形で
高齢者間、高齢者と自治会、高齢者と専門職、高齢者と行政等の交流を持つか、今回の経験から
「出向いて出会う」の形とともに「画面を通して出会う」が可能になったと言える。外出により
医療・買い物・交流が可能になるのは当然であるが、身体機能が衰えても交流を保ち、社会参加
を可能にすることが自立生活支援にとって重要であり、QOL を高めると考えた時、IT の活用は新
たなコミュニケーションツールとして重要な要素となる。操作に関する課題等もあるが、携帯電
話の普及率も高くなった現代において、「おせっかい」「助け合い」の中でその課題を解決してい
くことも地域特性に根差した地域力の一つであると考える。これらに基づき、図 1に示すように
『地域完結型高齢者自立生活支援モデル』を提案する。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(7) 本研究の限界と今後の課題 
 本研究では、『地域完結型高齢者自立生活支援システム』の提案を行ったが、新型コロナウイ
ルス感染拡大の影響も受け、パブリックコメントを十分に得ることができなかった。また、本研
究の 3地域モデルにおいては、自治会の後継者不足も深刻であり、新たな地域力の形成・維持に
向けた検討の必要性も見出すことができた。今後、壮年期層が考える高齢期の生活支援のあり方
についても研究を進め、さらに進展する超高齢社会における高齢者生活支援のあり方を追究し
ていきたいと考える。 
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